
 
 
■提案事項 

○ 障害福祉における相談支援専門員の確保のための支援の充実を図ること 

   相談支援専門員の養成のための研修の回数及び定員数を拡大し、人材 

 確保の機会を増やす必要がある。 

   また、自立支援協議会の機能として、社会資源の開発・改善の役割が求め  

 られているが、基礎自治体だけでは限りがあるため、県レベルでの施策の推 

 進及び財政支援が必要である。 

○ 外国人介護人材の受け入れに対して支援すること  

   外国人介護人材の受け入れにあたっては、日本語学習などの課題への対      

 応も必要になっている。広域的な視点で各市町を先導し、県が主体となった 

 効果的な施策の推進及び財政支援が必要である。  
【提案先：広島県】   

【提案要旨】 障害福祉における相談支援専門員の確保のための支援の充実 
        外国人介護人材の受け入れに対する支援 

【提案項目】 
 ４１ 福祉人材の確保・育成に向けた効果的な施策の展開について 



東広島市の現状と課題・取組状況 
４１ 福祉人材の確保・育成に向けた効果
的な施策の展開について 

【現状と取組状況】 
〇本市の障害福祉サービスの給付決定者は年々増加しており、相談支援専門員によるサービス等利用計画 
 （以下、「利用計画」という。）策定のニーズは高まっている。一方、相談支援事業所の数は平成30年度末か 
 ら減少傾向にある。 
〇また、本市のセルフプラン率（利用計画のうち、相談支援事業所ではなく、障害者本人（又は、保護者）が作 
 成するセルフプランの割合）は令和4年3月の調査時において、計画相談支援については9.6％と全国平均の 
 15.6％より低いものの、障害児相談支援については44.5％と全国平均の28.9％より高く、相談支援専門員が 
 不足している状況が推察される。 
〇全国的に少子高齢化が進み、2025年には「団塊の世代」が全て75歳以上となるなど、今後増大する福祉サ 
 ービスのニーズに対応していく、市内の福祉人材の確保・育成が必要である中、外国人介護人材の受け入 
 れを検討している福祉事業者も増えてはきている。 
〇外国人材の受け入れにあたっては、 「外国人材と利用者、職員との言葉・コミュニケーション」や、「受け入 
 れのための費用」に係る財源確保などの課題への対応も必要になっている。 

(相談支援事業所数の推移）

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4.1月末

障害者 10 9 8 8 8

障害児 18 17 16 16 16

合　計 28 26 24 24 24
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（外国人材の受け入れにあたっての課題） 

 
 全体［n=86］ 

（R4東広島市介護保険に関するサービス事業者アンケート調査結果より） 


